











This	hypothesis	model	 is	developed	by	extending	 the	“SECI	model”	 (Nonaka	&	
Takeuchi,	1995)	from	knowledge	creation	theory	and	combining	it	with	an	adjusted	




creation.”	Specifically,	 this	model	 is	a	 four	quadrant	model	 in	which	 four	modes	
constitute	one	process.	These	modes	are:	1)	creation	of	platform	(ba)	 (Interaction),	
2) creation	of	concepts	 (Intention),	3)	creation	of	 technology	 (Integration)	and,	4)









ロセスとして表現する「SECI モデル（図 1-1）」（Nonaka & Takeuchi, 1995）という




























































出所：（Nonaka & Takeuchi, 1995）図 3-2 より　　　　　出所：（Daft & Lengel, 1986）の図、（桑田 ,1995）訳より
2．先行研究の検討論点の提示
2.1．２つの理論モデルの関係性と、課題の解決方法
















形式化したり他人に伝えたりするのが難しい」（Nonaka & Takeuchi, 1995）知識と定義
する。また、それら暗黙知の概念と共に、暗黙知と対比された「形式的・論理的言語に











③連結化（Combination）   ： 形式知の組合せによる情報活用と知識の体系化（分析・モデル化）
④内面化（Internalization） ： 形式知を、行動を通じて具現化、新たな暗黙知として理解、体得（実践）
　続いて「Daft & Lengel（1986）によるマネジメントモデル（図 1-2）」（以下「Daft & 

















































































































































































平面座標を想定すると、「SECI モデル（図 1-1）」のフレームワークの座標軸と、「Daft 
& Lengel モデル（図 1-2）」のフレームワークの座標軸を一致させる為には、「Daft & 
Lengel モデル」を反時計回りに 45 度の直交回転を行う操作が必要であることが（図 3-1）
によって確認出来る。

























出所：（野中・遠山・平田 , 2010）図 2-1, pp.26, pp.30 を参考　　　　出所：（Daft & Lengel, 1986）の図を参考
  （野中 , 2013） pp.48-49, を参考
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それぞれ相違する（45 度分の内容的なずれが生じる）。このことに対処する為に「Daft & 





ルであり、また「Daft & Lengel モデル」は不確実性と多義性についての「縮減」を主題
とした静態的な意思決定モデルであるという、それぞれ異なる視座をもっている為、比較
する次元自体が異なるということである。















理論的手段を併せて用いることで証明をする場合には、まずは「Daft & Lengel モデル」


































　本研究のケーススタディの分析対象は、2000 年 6 月 28 日（ホンダ「Ｐ３」ロボット





































































































































































アを算出するというプロセスを踏んでいる。従い、本検証では、全 55 サンプル × 全 14
説明変数＝全 770 項目の内、評価不可と判断された 60 項目を除外した、残りの全 710 項
目を、測定結果を算出するための標本サンプルとして扱った。













































	 	 5.	 2.	 散布図による可視化の結果	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（1） 本稿は「国際ビジネス研究学会　第 20 回全国大会　創立二十周年記念大会（統一論題 地域
イノベーションとグローバル化）」での自由論題として、筆者が報告した「オープンイノベー























（8） 本研究では、なるべく多くのサンプル数を収集する為に、データセットの対象期間を 2000 年






























である。（１）調査期間：2013 年 7 月〜 8 月、（２）インタビュー時間：計 180 分程度、（３）
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